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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．取引金額には消費税等を含んでおりません。 

２．第64期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益並びに第63期以降の潜在株式調整後１株当たり当期純利益

については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

３．第65期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 企業

会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

回次 第63期中 第64期中 第65期中 第63期 第64期 

会計期間 

自平成16年 
 ４月１日 
至平成16年 
 ９月30日 

自平成17年 
 ４月１日 
至平成17年 
 ９月30日 

自平成18年 
 ４月１日 
至平成18年 
 ９月30日 

自平成16年 
 ４月１日 
至平成17年 
 ３月31日 

自平成17年 
 ４月１日 
至平成18年 
 ３月31日 

売上高（百万円） 477,511 504,497 531,973 986,214 1,057,699 

経常利益（百万円） 25,388 26,017 31,732 50,285 58,671 

中間（当期）純利益 

（百万円） 
15,971 17,561 16,492 30,624 22,124 

純資産額（百万円） 524,813 549,830 575,022 531,157 561,408 

総資産額（百万円） 979,324 1,047,078 1,121,974 1,013,774 1,086,015 

１株当たり純資産額（円） 1,794.65 1,892.53 1,944.16 1,828.20 1,913.12 

１株当たり中間（当期）純利

益（円） 
54.56 60.45 56.13 104.92 75.80 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
54.44 － 55.71 － － 

自己資本比率（％） 53.6 52.5 51.0 52.4 51.7 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
12,816 17,959 21,072 43,970 31,357 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△16,052 △18,993 △13,821 △71,473 △36,519 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
5,280 11,963 4,124 17,375 15,397 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（百万円） 
60,958 60,483 74,252 49,065 62,748 

従業員数（人） 

［外、平均臨時雇用者数］ 

29,851 

[7,437] 

31,623 

[8,508] 

30,904 

[9,670] 

29,682 

[7,998] 

30,252 

[8,516] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．取引金額には消費税等を含んでおりません。 

２．第64期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益並びに第63期以降の潜在株式調整後１株当たり当期純利益

については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

３．第65期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 企業

会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

４．第65期中の発行済株式総数の減少は、自己株式の消却によるものであります。 

回次 第63期中 第64期中 第65期中 第63期 第64期 

会計期間 

自平成16年 
 ４月１日 
至平成16年 
 ９月30日 

自平成17年 
 ４月１日 
至平成17年 
 ９月30日 

自平成18年 
 ４月１日 
至平成18年 
 ９月30日 

自平成16年 
 ４月１日 
至平成17年 
 ３月31日 

自平成17年 
 ４月１日 
至平成18年 
 ３月31日 

営業収益（百万円） 9,712 8,895 8,228 22,496 11,937 

経常利益（百万円） 9,608 8,994 8,249 22,121 11,894 

中間（当期）純利益 

（百万円） 
9,680 8,898 8,516 21,129 11,762 

資本金（百万円） 68,121 68,121 68,121 68,121 68,121 

発行済株式総数（千株） 333,054 333,054 313,054 333,054 333,054 

純資産額（百万円） 507,080 515,235 524,085 509,610 521,121 

総資産額（百万円） 546,059 550,022 559,288 547,804 559,646 

１株当たり純資産額（円） 1,734.01 1,773.45 1,782.30 1,754.04 1,775.83 

１株当たり中間（当期）純利

益（円） 
33.07 30.63 28.98 72.39 40.30 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
33.00 － 28.77 － － 

１株当たり配当額（円） 20 20 20 40 40 

自己資本比率（％） 92.9 93.7 93.7 93.0 93.1 

従業員数（人） 

［外、平均臨時雇用者数］ 

52 

[－] 

50 

[－] 

47 

[－] 

49 

[－] 

47 

[－] 



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は［ ］内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

２．全社共通部門として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

住宅関連事業 24,686 [8,358] 

ビル関連事業 5,979 [1,298] 

その他事業 165 [9] 

全社共通部門 74 [5] 

合計 30,904 [9,670] 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 47 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間における我が国経済は、企業部門の収益改善を背景とした設備投資の伸びに加え個人消費も

増加基調にあり、着実な景気拡大局面にありました。しかしながら、原油など国際商品市況の価格変動や金利の上

昇懸念等、景気の先行き不透明感が払拭しきれない状況も続きました。 

住宅業界においても、地価が下げ止まりの気配を見せる中、雇用・所得環境の改善や金利先高観も後押しし、上

期の新設住宅着工戸数は66万４千戸（前年同期比3.8％増）と堅調に推移しました。 

このような環境のもと当社グループは、ビジネスモデルである「トータルハウジング」の推進と「利益重視の経

営」の実践に注力し、既存事業の収益性を高めながら新規事業を積極的に展開することに努めてまいりました。生

産面では海外生産比率を高めるとともに国内の生産体制の再編成によるコスト競争力強化に取り組み、販売面では

リフォーム需要の掘り起こしを図るべくショールームやネットワークの拡充を進めました。また、自助努力で吸収

できる限界を超えた原材料価格の高騰に対応する販売価格改定も実施し着実に浸透を図っております。経営面で

は、ホームセンター事業での新しい業態である大型店舗スーパービバホームの出店や、今後新規事業として取り組

む介護付マンション事業の事業譲渡契約締結などの諸施策を推進するほか、経営効率の向上を狙いに連結子会社の

再編、株主還元を目的とした自己株式消却などを実施いたしました。 

これらの活動の結果、当中間連結会計期間の連結業績は、売上高は5,319億73百万円（前年同期比5.4％増）と増

収、利益面では前連結会計年度に実施したリストラクチャリング効果も寄与し、営業利益は237億44百万円（前年

同期比27.0％増）、経常利益は317億32百万円（前年同期比22.0％増）と大幅な増益を達成することができまし

た。なお、中間純利益は164億92百万円（前年同期比6.1％減）となりました。減益の要因は、税金等調整前中間純

利益では増益となったものの税金費用が増加したことによるものであります。 

 セグメント別の概況は次のとおりであります。 

[住宅関連事業] 

住宅関連事業においては、エコロジー＆エコノミーで快適なトイレ空間を実現する超節水６リットル洗浄「ＥＣ

Ｏ６（エコシックス）」トイレの発売、空気による断熱効果を活かし、ヒヤッとしない床“サーモフロア”を採用

したシステムバスルーム「ルキナ」のフルモデルチェンジなど多様化する市場ニーズを捉えつつ環境問題にも配慮

した商品の提供を通じて拡販活動に努めるとともに、販売促進活動の見直しなど経費効率改善による収益の向上に

も引き続き取り組んでまいりました。また、ホームセンター事業は、スーパービバホームが前連結会計年度に出店

した４店の業績がフルに寄与したことに加え新たに１店（岐阜柳津店）出店したことなどから、順調に売上を伸ば

すことができました。 

これらの結果、当該事業の売上高は4,111億84百万円（前年同期比2.3％増）、営業利益248億45百万円（前年同

期比19.6％増）と増収増益となりました。 

[ビル関連事業] 

ビル関連事業においては、価格管理の徹底と受注後の各工程における利益改善活動や設計・生産の海外シフトの

推進によるコスト低減など諸施策を実施してまいりました。 

これらの結果、当該事業の売上高は1,161億80百万円（前年同期比17.5％増）とニッタン株式会社との経営統合

効果もあり大幅増収ながら、利益面では受注競争の激化や原材料価格の高騰が継続する厳しい市場環境により、営

業損失１億82百万円（前年同期は営業損失９億92百万円）となりました。 

[その他事業] 

その他事業は、公共事業中心の環境事業や不動産事業などであります。当該事業の売上高は46億８百万円、営業

損失は１億８百万円となりました。 

なお、事業別の営業損益は、配賦不能営業費用控除前であり、合計は連結営業利益と一致しておりません。 

 （注） 金額には消費税等を含んでおりません。 



(2）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、210億72百万円となりました。税金等調整前中間

純利益が増加するほか、固定資産減損損失や負ののれん償却額といった非資金項目が増加したことなどから、前年

同期に比べて31億13百万円の増加であります。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資支出が減価償却費並となったことなどから138億21百万円の資

金減少となりました。前年同期に比べて51億71百万円の支出減少であります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金返済のほかコマーシャルペーパーの発行や債券流動化による

資金調達を進めたことなどから41億24百万円となりました。前年同期に比べて78億38百万円の減少であります。 

これらの結果、当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は742億52百万円であり、前連結会計年度末

に比べて115億４百万円の増加となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 金額には消費税等を含んでおりません。 

(2）商品仕入実績 

 当中間連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 金額には消費税等を含んでおりません。 

(3）受注状況 

 ビル関連事業及びその他事業の工事物件については、受注生産を行っております。当中間連結会計期間における

受注状況は、次のとおりであります。 

 （注） 金額には消費税等を含んでおりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前年同期比（％） 

住宅関連事業（百万円） 187,591 102.0 

ビル関連事業（百万円） 43,541 121.6 

その他事業（百万円） 2,589 98.5 

合計（百万円） 233,723 105.1 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前年同期比（％） 

住宅関連事業（百万円） 91,088 109.2 

ビル関連事業（百万円） 50,367 113.0 

その他事業（百万円） 3,597 387.0 

合計（百万円） 145,052 112.5 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高(百万円) 前年同期比（％） 

ビル関連事業 47,616 121.9 84,070 118.9 

その他事業  227 － 511 － 



(4）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 金額には消費税等を含んでおりません。 

事業の種類別
セグメントの
名称 

主要製品及び商品 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

（百万円） 

前年同期比（％） 

住宅関連事業  建材 

（住宅用サッシ、各種建材用タイル、衛

生機器、 シャワートイレ、水栓金

具、玄関ドアー、浴室機器、厨房機

器、門扉、カーポート、木質内装建

材、サイディング、その他の住宅建築

資材、防災設備等） 

334,986 100.6 

 
 ホームセンター（ＨＣ） 

（生活用品、ＤＩＹ用品等） 
52,509 113.6 

 

 住宅フランチャイズチェーン（ＦＣ）・

 住宅用構造体 

（工務店・住宅リフォームのＦＣの展

開、建築請負、住宅用構造体の住宅建

築資材等） 

18,195 116.7 

 

 その他 

（経営指導、地盤調査・改良、販促物、

土地・建物、不動産事業のＦＣの展開

支援等） 

5,492 77.1 

 計 411,184 102.3 

ビル関連事業  建材 

（ビル用サッシ、カーテンウォール、マ

ンションドアー、中低層用サッシ、外

壁材、衛生機器、浴室機器、厨房機

器、木質内装建材、石材、店舗用サッ

シ、シャッター、防災・消火設備等）

116,180 117.5 

 計 116,180 117.5 

その他事業  環境・その他 

（水処理施設、公共用の衛生機器・防護

柵・手摺・高欄・防災・消火設備、不

動産事業等） 

4,608 124.1 

 計 4,608 124.1 

  合    計 531,973 105.4 



３【対処すべき課題】 

今後の見通しについては、国内経済は当面景気拡大が続くと思われますが、税や社会保険負担の増大、金融政策の

転換等もあって先行きは予断を許さない状況にあります。住宅投資については、団塊ジュニアの購買需要や都市部を

中心とした不動産投資の盛り上がりに加え、住生活基本法に基づく住宅政策の転換も見込まれることから比較的堅調

に推移するものの、人口が減少する中で将来的には住宅の需要も縮小せざるを得ないと考えております。また、少子

高齢社会の到来による市場構造の変化、海外資本の参入や商品の流入など、時代の変化に機敏に対応する取り組みが

一層求められております。 

このような環境のもと、当社グループは既存事業の収益構造を再構築することを最優先課題と捉え、各種の利益改

善施策を実施することに注力してまいります。また、シナジーを高めるＭ＆Ａ投資などにも積極的に取り組み、景気

の変動や事業環境の変化に対応できる強固な経営基盤を作り、更なる発展に向けて邁進いたします。 

４【経営上の重要な契約等】 

事業譲渡契約 

連結子会社である株式会社住生活グループシニアライフは平成18年９月11日付で株式会社ユニカと介護付有

料老人ホームに関する事業（介護付マンション事業）を譲り受けるための事業譲渡契約を締結いたしました。 

当社グループは、急速に進行する高齢化社会において、介護付マンション事業を社会的見地及びグループビ

ジョンからも重要な事業分野と認識し、同事業への参入準備・検討を進めてまいりました。初期段階として

は、株式会社ユニカとの間で共同事業というスキームを設定して、同社が建設する介護付マンションに対して

の融資を実行してまいりましたが、入居者の安心と信頼を更に高めるとともに、当社グループにおいて介護付

マンション事業を本格化させることとしたものであります。 

事業譲渡契約に関する事項の概要は、次のとおりであります。 

(1)目的 

株式会社ユニカ（以下甲という）は、甲の実施している介護付有料老人ホームに関する事業（以下本事業

という）を株式会社住生活グループシニアライフ（以下乙という）に譲渡し、乙は、本事業を甲から譲り受

ける。  

(2)本事業の譲渡日 

  平成18年10月１日 

(3)本事業の譲渡代金  

本事業の譲渡（資産、負債の譲渡を含む）の対価の総額は、別途、甲乙協議し、覚書に定める。 



５【研究開発活動】 

当社グループは、２１世紀の快適な住生活・都市環境を総合的に提供する企業集団として、高い品質の建築材

料を供給するハード事業と、ルートやビルダーの発展と住宅の質的向上をリードするソフト・サービス事業を展

開しております。これら２つの事業領域の有機的な統合によって、健康・快適で安全な住空間の創造を実現する

ために必要なハードとソフトを体系的に供給する「トータルハウジング」というコンセプトに基づき、研究開発

活動を推進しております。さらに近年は「トータルハウジング」のコンセプトに、新築、リフォーム、解体、リ

サイクルといった住宅のライフサイクルや、生活者のライフサイクルという時間軸を加味しております。 

このようなコンセプトのもと、研究開発部門においては、開口部商品、住設機器、内装建材や外装建材から住

宅のパネル工法にいたるまで、健康、環境負荷低減、高齢者配慮、省資源・省エネルギーなどの様々な視点から

研究を重ね、快適な住生活・都市環境を実現し、お客様に喜ばれる商品を市場に送り出すことが大きな役割とな

ります。これら基礎研究、技術開発、商品開発を当企業集団の各社における技術研究所、研究開発部門及び各部

の商品開発部門が品質部等と連携のもとに展開しております。 

なお、当中間連結会計期間の研究開発費の総額は74億64百万円となっております。 

セグメント別の実績は次のとおりであります。 

[住宅関連事業] 

旧来型便器の半分以下の洗浄水量で、強力洗浄を実現した超節水６リットル洗浄「ＥＣＯ６（エコシック

ス）」を住宅用主力便器「ＳＡＴＩＳ（サティス）」「ＳＡＴＩＳ ＡＳＴＥＯ（サティスアステオ）」などに

大きく展開し、節水効果による節約とＣＯ２削減による地球温暖化防止に貢献いたしました。また、継ぎ目のな

い洗面器一体型カウンターで清掃性と収納性を両立させ、ムダをなくしたスッキリ・キレイな洗面化粧台「Ｌ.

Ｃ.（エルシィ）」、玄関まわりを風雪から守るとともに都市型モダン住宅の外観にもマッチするデザインの玄

関風除室「ツインガードⅡ」を発売したほか、防犯性を保ちながら住宅の外まわりをハイグレードに表現するス

チールフェンス「ハイグリットフェンスＮ１型」など、防犯面に配慮した商品も発売いたしました。さらに、ボ

タンを押すだけで吐水・止水できるカンタン操作の次世代水栓「プッシュ水栓」をシステムバスルーム「ルキ

ナ」「プレシオ」に搭載するなどのモデルチェンジも実施いたしました。 

なお、当セグメントにおける当中間連結会計期間の研究開発費は53億75百万円であります。 

[ビル関連事業] 

業界初の真空熱転写方式によりアルミ表面に柄付けし、端材処理のリサイクル段階でも分別処理の必要がない

環境配慮型の店舗用形材「デマリオ」、高速開閉で工場の生産効率を高めるとともに、メンテナンス性、安全性

に優れた高速シートシャッター「耐風王」を発売いたしました。また、清掃性と収納性の不満を解消したマンシ

ョンリフォーム用大型便器「Ｐｉｔａ」「アメージュＶ」に超節水６リットル洗浄「ＥＣＯ６（エコシック

ス）」を搭載するなどのモデルチェンジを実施いたしました。 

なお、当セグメントにおける当中間連結会計期間の研究開発費は20億5百万円であります。 

[その他事業] 

公園系、交通系の商品化研究を推進しており、厚味を抑えたフラットな屋根、シャープでデザイン性に優れた

サイクルポート「ＦＳ-Ｖ型」、セキュリティ志向に対応した高尺タイプで、主に学校や工場など開口部の広い

施設をターゲットにした大型伸縮門扉「ジャンボアルミ７型」などを発売いたしました。 

なお、当セグメントにおける当中間連結会計期間の研究開発費は83百万円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。なお、新たに確定

した重要な設備の除却、売却等の計画はありません。 

※完成後における同工場の材料部門の生産能力は約25％増加する見込であります。また、同工場の生産能力増強にあた

っては大生郷工場の材料部門から設備の一部を移設する予定であります。  

       会社名 

      事業所名 
所在地 

事業の種類別

セグメントの

名称 

設備の内容 

投資予定金額 

資金調達 

 方法 

着手及び完了予定年月 

総額 

(百万円) 

既支払額 

(百万円) 
着手 完了 

TOSTEM THAI CO.,Ltd. 

ナバナコーン工場増築

（第５次） 

 タイ国 

 パタムタニ州 

住宅関連事業 

ビル関連事業 
生産設備 12,000 － 自己資金 平成18年10月 平成20年５月



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 1,300,000,000 

計 1,300,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月15日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 313,054,255 同左 

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

名古屋証券取引所 

各市場第一部 

－ 

計 313,054,255 同左 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

（平成14年６月27日定時株主総会決議） 

 （注）１．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的たる株式

の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない

新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切

り捨てるものとする。 

調整後株式数  ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く。）または

自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り

上げるものとする。 

３．新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当（付与）を受けた者（以下、新株予約権者という。）は、権利行使時においても、当社

または当社子会社（孫会社を含む、以下同じ。）の取締役もしくは使用人の地位にあることを要する。た

だし、任期満了による退任、定年退職、社命による他社への転籍、その他会社が認める正当な理由がある

場合にはこの限りではない。この場合の行使の条件は、⑤に規定する「新株予約権割当（付与）契約」に

定めるところによる。 

② 本新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認められないものとする。 

③ 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとする。ただし、この場合の行使条件

は、⑤に規定する「新株予約権割当（付与）契約」に定めるところによる。 

④ 新株予約権者は、割当（付与）を受けた本新株予約権の全部または一部を行使することができる。 

⑤ その他の条件は、「新株予約権割当（付与）契約」に定めるとおりとする。 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 14,735 14,536 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 

（注）１ 
14,735,000 14,536,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 

（注）２ 
2,113 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年４月１日 

至 平成24年３月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   2,113 

資本組入額  1,057 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その他

一切の処分は認められない。 
同左 

代用払込みに関する事項  ― ―  

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 

分割・併合の比率 

 
既発行株式数＋

新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新株式発行（処分）前の１株当たり時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行（処分）株式数 



（平成15年６月27日定時株主総会決議） 

 （注）１．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的たる株式

の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない

新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切

り捨てるものとする。 

調整後株式数  ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く。）または

自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り

上げるものとする。 

３．新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受けた者（以下、新株予約権者という。）は、権利行使時においても、当社または当

社子会社（孫会社を含む、以下同じ。）の取締役もしくは使用人の地位にあることを要する。ただし、任

期満了による退任、定年退職、社命による他社への転籍、その他会社が認める正当な理由がある場合には

この限りではない。この場合の行使の条件は、⑤に規定する「新株予約権割当契約」に定めるところによ

る。 

② 新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認められないものとする。 

③ 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとする。ただし、この場合の行使条件

は、⑤に規定する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

④ 新株予約権者は、割当を受けた本新株予約権の全部または一部を行使することができる。 

⑤ その他の条件は、「新株予約権割当契約」に定めるとおりとする。 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 1,203 1,199 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 

（注）１ 
1,203,000 1,199,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 

（注）２ 
2,113 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年４月１日 

至 平成24年３月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   2,113 

資本組入額  1,057 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その他

一切の処分は認められない。 
同左 

代用払込みに関する事項  ― ―  

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 

分割・併合の比率 

 
既発行株式数＋

新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新株式発行（処分）前の１株当たり時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行（処分）株式数 



（平成16年６月25日定時株主総会決議） 

 （注）１．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的たる株式

の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない

新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切

り捨てるものとする。 

調整後株式数  ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く。）または

自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り

上げるものとする。 

３．新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受けた者（以下、新株予約権者という。）は、権利行使時においても、当社または当

社子会社（孫会社を含む、以下同じ。）の取締役もしくは使用人の地位にあることを要する。ただし、任

期満了による退任、定年退職、社命による他社への転籍、その他会社が認める正当な理由がある場合には

この限りではない。この場合の行使の条件は、⑤に規定する「新株予約権割当契約」に定めるところによ

る。 

② 新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認められないものとする。 

③ 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとする。ただし、この場合の行使の条件

は、⑤に規定する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

④ 新株予約権者は、割当を受けた本新株予約権の全部または一部を行使することができる。 

⑤ その他の条件は、「新株予約権割当契約」に定めるとおりとする。 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 1,154 1,153 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 

（注）１ 
1,154,000 1,153,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 

（注）２ 
2,395 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年４月１日 

至 平成24年３月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   2,395 

資本組入額  1,198 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡、質入その他

一切の処分は認められない。 
同左 

代用払込みに関する事項  ― ―  

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 

分割・併合の比率 

 
既発行株式数＋

新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新株式発行（処分）前の１株当たり時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行（処分）株式数 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）自己株式の消却による減少であります。 

(4）【大株主の状況】 

 （注）１．上記の他に当社は自己株式19,003千株を所有しておりますが、当該自己株式については議決権の行使が制限

されるため、上記の大株主から除いております。 

２．※はすべて信託業務に係るものであります。 

３．野村信託銀行株式会社信託口13,066千株は、潮田洋一郎氏が委託した信託財産であり、信託契約上、議決権

の行使については同氏が指図権を留保しております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年９月30日 

(注） 
△20,000 313,054 － 68,121 － 320,679 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

潮田 健次郎 東京都新宿区 15,475 4.94 

野村信託銀行株式会社信託口 東京都千代田区大手町２丁目２番２号 ※   13,066 4.17 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社信託口 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 ※   11,850 3.79 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社信託口 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 ※   10,054 3.21 

第一生命保険相互会社 

（常任代理人 資産管理サー

ビス信託銀行株式会社） 

東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 

（東京都中央区晴海１丁目８番12号晴海 

 アイランドトリトンスクエアＺ棟） 

8,275 2.64 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀

行  
東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 6,563 2.10 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 6,216 1.99 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 5,349 1.71 

財団法人トステム建材産業振

興財団 
東京都江東区大島２丁目１番１号 5,000 1.60 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社信託口４ 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 ※   4,745 1.52 

計 － 86,596 27.66 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が26,500株（議決権の数265個）及び株

主名簿上は当社子会社名義になっておりますが、実質的に所有していない株式が300株（議決権の数３個）含ま

れております。 

②【自己株式等】 

 （注）上記のほか、株主名簿上は当社子会社名義になっておりますが、実質的に所有していない株式が300株（議決権

の数３個）あり、上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれております。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役職の異動は次のとおりであります。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 19,154,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 293,149,600 2,931,496 － 

単元未満株式 普通株式 750,655 － － 

発行済株式総数 313,054,255 － － 

総株主の議決権 － 2,931,496 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社住生活グ

ループ 

東京都江東区大島

２丁目１番１号 
19,003,700 － 19,003,700 6.07 

日本モザイクタイ

ル株式会社 

愛知県常滑市字椎

田口51番地 
138,200 － 138,200 0.04 

株式会社トコトー 
愛知県常滑市多屋

町１丁目97番地 
12,100 － 12,100 0.00 

計 － 19,154,000 － 19,154,000 6.12 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 2,800 2,855 2,460 2,465 2,490 2,600 

最低（円） 2,485 2,310 2,125 2,100 2,330 2,345 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

取締役会長（代表取締役）  取締役  潮田 洋一郎   平成18年11月６日

取締役  取締役会長（代表取締役）   潮田 健次郎  平成18年11月６日



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いては中央青山監査法人により中間監査を受け、また、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30

日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表に

ついては監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

  なお、中央青山監査法人は、平成18年９月１日付で名称をみすず監査法人に変更しております。 

３．会計監査人の交代について 

  当社の会計監査人は次のとおり交代しております。  

  前中間連結会計期間及び前中間会計期間     中央青山監査法人（現 みすず監査法人） 

  当中間連結会計期間及び当中間会計期間     監査法人トーマツ 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 

  
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
  

（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金及び預金 ※１  70,929   85,850   74,502  

受取手形及び売掛金 
※１ 

・２ 
 231,190   265,406   248,869  

たな卸資産   138,423   156,754   135,756  

短期貸付金   15,994   16,150   15,171  

繰延税金資産   12,508   15,885   19,284  

その他の流動資産   35,959   35,641   36,374  

貸倒引当金   △6,402   △6,227   △6,791  

流動資産合計   498,604 47.6  569,462 50.8  523,167 48.2 

Ⅱ 固定資産           

有形固定資産           

建物及び構築物 ※１ 344,587   354,953   351,577   

減価償却累計額  198,158 146,429  206,545 148,407  203,093 148,483  

機械装置及び運搬具  257,916   262,176   261,593   

減価償却累計額  188,842 69,073  195,277 66,899  192,389 69,203  

土地 ※１  182,078   181,929   185,014  

建設仮勘定   5,584   7,776   5,627  

その他の有形固定資産 ※１ 56,764   57,884   57,425   

減価償却累計額  42,139 14,624  44,496 13,388  44,279 13,146  

有形固定資産合計   417,790 39.9  418,400 37.3  421,475 38.8 

無形固定資産   7,307 0.7  7,122 0.6  7,392 0.7 

投資その他の資産           

投資有価証券 ※１  61,259   59,933   67,268  

長期貸付金   15,122   18,710   18,618  

繰延税金資産   9,874   7,244   8,172  

その他の投資   51,144   52,526   51,516  

貸倒引当金   △14,025   △11,426   △11,594  

投資その他の資産合計   123,376 11.8  126,989 11.3  133,980 12.3 

固定資産合計   548,474 52.4  552,512 49.2  562,848 51.8 

資産合計   1,047,078 100  1,121,974 100  1,086,015 100 

           

 



  
前中間連結会計期間末 

  
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
  

（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

支払手形及び買掛金 
※１ 

・２ 
 128,851   155,972   143,989  

短期借入金 ※１  49,458   31,043   53,352  
１年以内償還予定社債   －   130   130  
未払費用   36,035   38,387   36,497  
未払法人税等   7,196   5,987   6,975  
賞与引当金   17,568   18,728   15,938  
役員賞与引当金   －   －   97  
コマーシャルペーパー   3,000   10,000   －  
その他の流動負債   80,838   100,363   74,525  
流動負債合計   322,948 30.9  360,612 32.1  331,505 30.5 

Ⅱ 固定負債           
社債   20,000   20,425   20,440  
長期借入金 ※１  86,129   105,992   103,607  
退職給付引当金   19,927   21,554   21,550  
役員退職慰労金引当金   1,402   1,704   1,791  
繰延税金負債   13,272   14,587   15,817  
連結調整勘定   9,335   －   6,621  
負ののれん   －   1,736   －  
その他の固定負債   18,703   20,339   19,498  

固定負債合計   168,770 16.1  186,339 16.6  189,327 17.4 

負債合計   491,719 47.0  546,952 48.7  520,832 47.9 

（少数株主持分）           

少数株主持分   5,529 0.5  － －  3,774 0.4 

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   68,121 6.5  － －  68,121 6.3 

Ⅱ 資本剰余金   259,021 24.7  － －  259,483 23.9 

Ⅲ 利益剰余金   289,043 27.6  － －  287,795 26.5 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   14,833 1.4  － －  20,084 1.8 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △3,410 △0.3  － －  △1,638 △0.1 

Ⅵ 自己株式   △77,779 △7.4  － －  △72,437 △6.7 

資本合計   549,830 52.5  － －  561,408 51.7 

負債、少数株主持分及び資本合計   1,047,078 100  － －  1,086,015 100 

（純資産の部）           

Ⅰ  株主資本           
資本金   － －  68,121 6.1  － － 

資本剰余金   － －  259,464 23.1  － － 

利益剰余金   － －  262,023 23.4  － － 

自己株式   － －  △34,763 △3.1  － － 

株主資本合計   － －  554,845 49.5  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等           
その他有価証券評価差額金   － －  17,098 1.5  － － 

繰延ヘッジ損益   － －  1,057 0.1  － － 

為替換算調整勘定   － －  △1,319 △0.1  － － 

評価・換算差額等合計   － －  16,836 1.5  － － 

Ⅲ 少数株主持分    － －  3,340 0.3  － － 

純資産合計   － －  575,022 51.3  － － 

負債純資産合計   － －  1,121,974 100  － － 

           



②【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間 
  

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
  

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   504,497 100  531,973 100  1,057,699 100 

Ⅱ 売上原価   348,966 69.2  369,322 69.4  745,434 70.5 

売上総利益   155,530 30.8  162,651 30.6  312,265 29.5 

Ⅲ  販売費及び一般管理費 ※１  136,830 27.1  138,907 26.1  268,459 25.4 

営業利益   18,700 3.7  23,744 4.5  43,805 4.1 

Ⅳ 営業外収益           

受取利息  896   834   1,495   

受取配当金  663   937   842   

賃貸料  1,892   2,493   4,174   

連結調整勘定償却額  6,061   －   10,891   

負ののれん償却額  －   4,948   －   

為替差益  63   939   2,267   

その他の営業外収益  1,983 11,561 2.3 2,604 12,758 2.4 5,332 25,004 2.4 

Ⅴ 営業外費用           

支払利息  1,452   1,473   2,675   

賃貸原価  1,661   2,211   3,695   

その他の営業外費用  1,130 4,244 0.8 1,084 4,769 0.9 3,767 10,138 1.0 

経常利益   26,017 5.2  31,732 6.0  58,671 5.5 

Ⅵ 特別利益           

固定資産売却益 ※２ 1,776   60   1,958   

投資有価証券売却益  50   51   229   

関係会社株式売却益   － 1,827 0.3 0 112 0.0 － 2,187 0.2 

Ⅶ 特別損失           

固定資産売却・除却損 ※３ 2,010   2,424   4,127   

投資有価証券評価損  8   56   53   

関係会社株式評価損  102   98   1,191   

投資有価証券売却損  －   1   4   

関係会社株式売却損   －   142   －   

早期退職関連損失 ※４ －   －   23,909   

関係会社貸倒引当金繰入額   1,115   －   1,208   

工場再編関連損失 ※５ －   －   335   

固定資産減損損失 ※６ 582   3,127   1,433   

その他の特別損失  134 3,953 0.8 115 5,965 1.1 － 32,263 3.0 

税金等調整前中間（当期）純利

益 
  23,891 4.7  25,879 4.9  28,594 2.7 

法人税、住民税及び事業税  5,617   4,984   10,567   

法人税等調整額  573 6,191 1.2 4,422 9,407 1.8 △4,551 6,016 0.6 

少数株主利益   138 0.0  － －  453 0.0 

少数株主損失   － －  20 0.0  － － 

中間（当期）純利益   17,561 3.5  16,492 3.1  22,124 2.1 

           



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

[中間連結剰余金計算書] 

  

前中間連結会計期間 
  

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   259,021  259,021 

Ⅱ 資本剰余金増加高        

自己株式処分差益  0 0 461 461 

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期

末）残高 
  259,021  259,483 

      

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   277,636  277,636 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

中間（当期）純利益  17,561 17,561 22,124 22,124 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

配当金  5,810  11,621  

新規連結による減少高 ※ 344 6,155 344 11,965 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期

末）残高 
  289,043  287,795 

      



[中間連結株主資本等変動計算書] 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
68,121 259,483 287,795 △72,437 542,962 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注）     △5,869   △5,869 

中間純利益     16,492   16,492 

新規連結による減少高     △1   △1 

自己株式の取得       △30 △30 

自己株式の処分   173   1,117 1,291 

自己株式の消却   △192 △36,394 36,586 － 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ △18 △25,772 37,673 11,882 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
68,121 259,464 262,023 △34,763 554,845 

 

評価・換算差額等 

少数株主 
持分 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ損益
為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
20,084 － △1,638 18,446 3,774 565,183 

中間連結会計期間中の変動額       

剰余金の配当（注）           △5,869 

中間純利益           16,492 

新規連結による減少高           △1 

自己株式の取得           △30 

自己株式の処分           1,291 

自己株式の消却           － 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
△2,986 1,057 319 △1,609 △433 △2,042 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△2,986 1,057 319 △1,609 △433 9,839 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
17,098 1,057 △1,319 16,836 3,340 575,022 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間 
  

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の連結 
キャッシュ・フロー計算書
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前中間（当期）純利益  23,891 25,879 28,594 

減価償却費  15,575 14,967 33,000 

固定資産減損損失  582 3,127 1,433 

連結調整勘定償却額  △6,061 － △10,891 

負ののれん償却額  － △4,948 － 

貸倒引当金の増加（△減少）額  745 △732 △1,601 

退職給付引当金の増加（△減少）額  △3,612 3 △7,098 

前払年金費用の増加額  － △1,399 △1,776 

受取利息及び受取配当金  △1,560 △1,771 △2,338 

支払利息  1,452 1,473 2,675 

為替差損益  △31 △26 △78 

有価証券、投資有価証券の評価・売却損

益 
 60 247 △409 

固定資産除売却損益  233 2,363 2,266 

売上債権の減少（△増加）額  4,296 △9,722 △6,869 

たな卸資産の増加額  △12,204 △20,691 △3,695 

仕入債務の増加（△減少）額  △6,160 11,906 1,527 

その他の増減額  3,358 4,308 6,182 

 小計  20,567 24,984 40,920 

利息及び配当金の受取額  1,641 1,672 2,531 

利息の支払額  △1,163 △1,633 △2,529 

法人税等の支払額  △3,086 △3,950 △9,564 

営業活動によるキャッシュ・フロー  17,959 21,072 31,357 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

定期預金の純減少額  6,360 190 5,302 

有価証券の取得による支出  △500 △999 △999 

有価証券の売却による収入  500 999 999 

有形・無形固定資産の取得による支出  △23,004 △15,700 △40,171 

有形・無形固定資産の売却による収入  5,114 1,733 7,074 

投資有価証券の取得による支出  △346 △100 △787 

投資有価証券の売却及び償還等による収

入 
 148 2,298 4,997 

短期貸付金の純増加額  △795 △207 △1,465 

長期貸付けによる支出  △5,349 △4,935 △12,914 

長期貸付金の回収による収入  1,902 4,094 7,393 

その他の投資等に係る支出  △4,021 △1,501 △7,869 

その他の投資等に係る収入  998 307 1,922 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △18,993 △13,821 △36,519 

 



  

前中間連結会計期間 
  

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の連結 
キャッシュ・フロー計算書
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     
短期借入金等の純増加（△減少）額  2,658 28,419 △3,814 

長期借入金の返済による支出  △433 △27,877 △11,454 

長期借入れによる収入  15,659 8,354 42,359 

社債の償還による支出  － △15 △15 

自己株式の処分による収入  1 1,291 110 

自己株式の取得による支出  △16 △30 △65 

配当金の支払額  △5,810 △5,869 △11,621 

少数株主への配当金の支払額  △95 △147 △102 

財務活動によるキャッシュ・フロー  11,963 4,124 15,397 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  115 128 532 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  11,045 11,504 10,768 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  49,065 62,748 49,065 

Ⅶ 子会社の新規連結による現金及び現金同等物

の増加額 
 372 0 372 

Ⅷ 株式交換による支配権獲得に伴う新規連結に

よる現金及び現金同等物の増加額 
 － － 2,542 

Ⅸ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 ※ 60,483 74,252 62,748 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に

関する事項 

当中間連結会計期間における

連結子会社は47社であり、そ

の主要な連結子会社名は次の

とおりであります。 

当中間連結会計期間における

連結子会社は48社であり、そ

の主要な連結子会社名は次の

とおりであります。 

当連結会計年度における連結

子会社は50社であります。 

 トステム株式会社 

株式会社ＩＮＡＸ 

トステムビバ株式会社 

東洋エクステリア株式会社 

株式会社アイフルホームテ

クノロジー 

旭トステム外装株式会社 

トステム鈴木シャッター株

式会社 

トーヨーサッシ建材商事株

式会社 

ＩＮＡＸトステム・ビルリ

モデリング株式会社 

ＪＳファイナンス株式会社 

TOSTEM THAI Co., Ltd.  

大連通世泰建材有限公司 

  

各事業の位置付けや関連性、

重要性を勘案し連結範囲を見

直した結果、当中間連結会計

期間より、非連結子会社であ

ったゴーイングホーム株式会

社ほか３社を連結の範囲に含

めております。 

トステム株式会社 

株式会社ＩＮＡＸ 

トステムビバ株式会社 

東洋エクステリア株式会社 

株式会社アイフルホームテ

クノロジー 

旭トステム外装株式会社 

ニッタン株式会社 

トステム鈴木シャッター株

式会社 

トーヨーサッシ建材商事株

式会社 

ＩＮＡＸトステム・ビルリ

モデリング株式会社 

住生活グループファイナン

ス株式会社 

TOSTEM THAI Co., Ltd.  

大連通世泰建材有限公司 

  

株式会社住生活グループシニ

アライフは、平成18年９月11

日付の事業譲渡契約に基づき

重要性が増したため、当中間

連結会計期間より連結の範囲

に含めております。 

トステム建鐵株式会社は平成

18年４月１日付でトステム株

式会社に、株式会社マルニシ

は同日付で高橋伊奈販売株式

会社（現 株式会社テムズ）

にそれぞれ吸収合併されまし

た。 

また、ＪＳファイナンス株式

会社は、平成18年７月11日付

で住生活グループファイナン

ス株式会社に商号変更しまし

た。  

各事業の位置付けや関連性、

重要性を勘案し連結範囲を見

直した結果、当連結会計年度

より、非連結子会社であった

ゴーイングホーム株式会社ほ

か３社を連結の範囲に含めて

おります。 

ニッタン株式会社は平成17年

10月１日付で株式交換により

当社の完全子会社となったた

め、同社及び同社の子会社２

社を当連結会計年度の下期よ

り連結の範囲に含めておりま

す。 

また、ＥＲＡ・ジャパン株式

会社は平成17年10月１日付で

住生活リアルティ株式会社に

吸収合併されました。 

 トステム前橋株式会社ほかの

非連結子会社はいずれも小規

模であり、合算総資産、合算

売上高、持分相当の合算純損

益額及び持分相当の合算利益

剰余金等はいずれも連結会社

の総資産、売上高、中間純損

益額及び利益剰余金等に比し

て僅少であり、重要な影響を

及ぼしていないため、連結の

範囲から除外しております。 

同      左 トステム前橋株式会社ほかの

非連結子会社はいずれも小規

模であり、合算総資産、合算

売上高、持分相当の合算純損

益額及び持分相当の合算利益

剰余金等はいずれも連結会社

の総資産、売上高、純損益額

及び利益剰余金等に比して僅

少であり、重要な影響を及ぼ

していないため、連結の範囲

から除外しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

２．持分法の適用

に関する事項 

持分法を適用している会社は

ありません。 

持分法を適用していないトス

テム前橋株式会社ほかの非連

結子会社及びコスモ工業株式

会社ほかの関連会社は、持分

相当の中間純損益額及び持分

相当の利益剰余金等が連結会

社の中間純損益額及び利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重

要性がないため、持分法の適

用から除外しております。 

同      左 持分法を適用している会社は

ありません。 

持分法を適用していないトス

テム前橋株式会社ほかの非連

結子会社及びコスモ工業株式

会社ほかの関連会社は、持分

相当の当期純損益額及び持分

相当の利益剰余金等が連結会

社の当期純損益額及び利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重

要性がないため、持分法の適

用から除外しております。 

３．連結子会社の

中間決算日

（決算日）等

に関する事項 

連結子会社のうち、TOSTEM  

THAI Co., Ltd.及び有限会社

スーパービバアセットほか３

社は８月末日、旭トステム外

装株式会社、大連通世泰建材

有限公司、伊奈（中国）投資

有限公司、蘇州伊奈建材有限

公司、蘇州伊奈衛生潔具有限

公司、蘇州伊奈陶瓷有限公司

及びINAX-GIANG VO  

Sanitary Ware Co., Ltd. は

６月末日が中間決算日であ

り、それぞれの中間決算日現

在の中間財務諸表を使用して

おります。なお、中間連結決

算日との間に生じた重要な取

引については連結上必要な調

整を行っております。 

同      左 連結子会社のうち、TOSTEM  

THAI Co.,Ltd. 及び有限会社

スーパービバアセットほか３

社は２月末日、旭トステム外

装株式会社、大連通世泰建材

有限公司、伊奈（中国）投資

有限公司、蘇州伊奈建材有限

公司、蘇州伊奈衛生潔具有限

公司、蘇州伊奈陶瓷有限公司

及びINAX-GIANG VO 

Sanitary Ware Co., Ltd.は12

月末日が決算日であり、それ

ぞれの決算日現在の財務諸表

を使用しております。なお、

連結決算日との間に生じた重

要な取引については連結上必

要な調整を行っております。 

４．会計処理基準

に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び

評価方法 
 有価証券 有価証券 有価証券 
 子会社株式及び関連会社

株式… 

移動平均法による原価

法によっております。 

子会社株式及び関連会社

株式… 

同      左 

子会社株式及び関連会社

株式… 

同      左 

 その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 
 時価のあるもの… 

中間連結会計期間末

日の市場価格等に基

づく時価法（評価差

額は全部資本直入法

により処理し、売却

原価は移動平均法に

より算定）によって

おります。 

時価のあるもの… 

中間連結会計期間末

日の市場価格等に基

づく時価法（評価差

額は全部純資産直入

法により処理し、売

却原価は移動平均法

により算定）によっ

ております。 

時価のあるもの… 

連結会計年度末日の

市場価格等に基づく

時価法（評価差額は

全部資本直入法によ

り処理し、売却原価

は移動平均法により

算定）によっており

ます。 
 時価のないもの… 

移動平均法による原

価法によっておりま

す。 

時価のないもの… 

同      左 

時価のないもの… 

同      左 

 たな卸資産… 

主として総平均法による

原価法によっておりま

す。 

たな卸資産… 

同      左 

たな卸資産… 

同      左 

 デリバティブ… 

時価法によっておりま

す。 

デリバティブ… 

同      左 

デリバティブ… 

同      左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (2）重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価

償却の方法 
 有形固定資産… 

国内会社は主として定率

法を採用しております。

ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）

については定額法を採用

しております。在外会社

は定額法を採用しており

ます。 

なお、主な耐用年数は次

のとおりであります。 

建物及び構築物８～50年 

機械装置及び運搬具 

７～13年 

有形固定資産… 

同      左 

有形固定資産… 

同      左 

 (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 
 貸倒引当金… 

債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

基づき、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。 

貸倒引当金… 

同      左 

貸倒引当金… 

同      左 

 賞与引当金… 

従業員に対する賞与等の

支払に備えるため、主と

して支給見込額基準によ

る見積額を計上しており

ます。 

賞与引当金… 

同      左 

賞与引当金… 

同      左 

 役員賞与引当金… 

 ―――――― 

役員賞与引当金… 

 ―――――― 

役員賞与引当金… 

役員に対する賞与の支給

に備えるため、支給見込

額を計上しております。 
 退職給付引当金… 

従業員の退職給付に備え

るため、主として当連結

会計年度末における退職

給付債務見込額及び年金

資産の当中間連結会計期

間末残高に基づき、当中

間連結会計期間末におい

て発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 

また、数理計算上の差異

は、その発生時の損益と

して処理しております。 

退職給付引当金… 

同      左 

退職給付引当金… 

従業員の退職給付に備え

るため、主として当連結

会計年度末における退職

給付債務見込額及び年金

資産残高に基づき、当連

結会計年度末において発

生していると認められる

額を計上しております。 

また、数理計算上の差異

は、その発生時の損益と

して処理しております。 

 役員退職慰労金引当金… 

中間連結財務諸表提出会

社及び一部の連結子会社

は、役員への退職慰労金

支給に備えるため、内規

に基づく中間連結会計期

間末要支給見積額を計上

しております。 

役員退職慰労金引当金… 

同      左 

役員退職慰労金引当金… 

連結財務諸表提出会社及

び一部の連結子会社は、

役員への退職慰労金支給

に備えるため、内規に基

づく連結会計年度末要支

給見積額を計上しており

ます。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (4）重要なリース取引の処理方

法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

(4）重要なリース取引の処理方

法 

同      左 

(4）重要なリース取引の処理方

法 

同      左 

 (5）重要なヘッジ会計の方法 (5）重要なヘッジ会計の方法 (5）重要なヘッジ会計の方法 
 ① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によって

おります。なお、特例処

理の要件を満たしている

金利スワップについては

特例処理によっておりま

す。 

① ヘッジ会計の方法 

同      左 

① ヘッジ会計の方法 

同      左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 
 ヘッジ手段… 

デリバティブ取引（為

替予約取引、通貨オプ

ション取引、金利スワ

ップ取引） 

ヘッジ手段… 

デリバティブ取引（為

替予約取引、通貨オプ

ション取引、金利スワ

ップ取引、商品スワッ

プ取引） 

ヘッジ手段… 

同      左 

 ヘッジ対象… 

外貨建取引、資金調達

に伴う金利取引 

ヘッジ対象… 

外貨建取引、資金調達

に伴う金利取引及び原

材料調達取引 

ヘッジ対象… 

同      左 

 ③ ヘッジ方針 

為替変動及び金利変動に

起因するリスクを管理す

ることを目的としており

ます。 

③ ヘッジ方針 

為替変動、金利変動及び

原材料の価格変動に起因

するリスクを管理するこ

とを目的としておりま

す。 

③ ヘッジ方針 

同      左 

 ④ ヘッジの有効性評価の方

法 

該当する各デリバティブ

取引とヘッジ対象につい

て、債権債務額、ヘッジ

取引の条件等を都度評

価・判断することによっ

て有効性の評価を行って

おります。 

④ ヘッジの有効性評価の方

法 

同      左 

④ ヘッジの有効性評価の方

法 

同      左 

 (6）その他中間連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理  

税抜方式で行っておりま

す。 

なお、仮払消費税等と仮

受消費税等は相殺のう

え、その他の流動負債に

含めて表示しておりま

す。 

(6）その他中間連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

同      左 

(6）その他連結財務諸表作成の

ための重要な事項 

消費税等の会計処理  

税抜方式で行っておりま

す。 

なお、未払消費税等はそ

の他の流動負債に含めて

表示しております。 

５．中間連結キャ

ッシュ・フロ

ー計算書（連

結キャッシ

ュ・フロー計

算書）におけ

る資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能

な預金からなっております。 

同      左 同      左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 ────── 

  当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準第５

号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第８号 平成

17年12月９日）を適用しておりま

す。 

従来の資本の部の合計に相当する

金額は570,624百万円であります。

なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の

部については、改正後の中間連結

財務諸表規則により作成しており

ます。 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

────── （中間連結貸借対照表関係）  

前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」とし

て掲記されていたものは、当中間連結会計期間より

「負ののれん」として表示しております。 

──────  （中間連結損益計算書関係）  

前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却

額」として掲記されていたものは、当中間連結会計期

間より「負ののれん償却額」として表示しておりま

す。 

──────  （中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却

額」として掲記されていたものは、当中間連結会計期

間より「負ののれん償却額」として表示しておりま

す。  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１．担保に供している資産 ※１．担保に供している資産 ※１．担保に供している資産 

現金及び預金 2,856百万円 

受取手形及び売

掛金 

57  

建物及び構築物 10,261 

土地 17,589 

その他の有形固

定資産 
34 

投資有価証券 587 

 計 31,387 

現金及び預金 3,455百万円

建物及び構築物12,161 

土地 16,932 

その他の有形固

定資産 
19 

投資有価証券 559 

 計 33,128 

現金及び預金 5,550百万円

建物及び構築物 11,623 

土地 16,973 

その他の有形固

定資産 

24 

投資有価証券 563 

 計 34,736 

上記資産は、支払手形及び買

掛金850百万円、短期借入金

7,777百万円及び長期借入金

20,236百万円の担保に供して

おります。 

上記資産は、支払手形及び買

掛金1,137百万円、短期借入金

2,540百万円及び長期借入金

26,071百万円の担保に供して

おります。 

上記資産は、支払手形及び買

掛金1,374百万円、短期借入金

10,263百万円及び長期借入金

19,302百万円の担保に供して

おります。 

※２．  ────── ※２．中間連結会計期間末日満期手

形 

※２．  ────── 

 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理は、手形の交換

日を持って決済処理しており

ます。なお、当中間連結会計

期間の末日は金融機関の休日

であったため、次の中間連結

会計期間末日満期手形が中間

連結会計期間末残高に含まれ

ております。 

 

 受取手形 7,391百万円

支払手形 3,400 

 

 ３．偶発債務  ３．偶発債務  ３．偶発債務 

(1）連結会社以外の会社の借入

金等に対し、次のとおり債

務保証を行っております。 

(1）連結会社以外の会社の借入

金等に対し、次のとおり債

務保証を行っております。 

(1）連結会社以外の会社の借入

金等に対し、次のとおり債

務保証を行っております。 

個人 

（住宅資金借

入） 

1,000百万円 

トステム久居㈱

他58社 

（リース債務） 

836 

コスモ工業㈱ 

他４社 

（借入債務） 

664 

祖父江工業㈱ 

他３社 

（営業保証） 

330 

その他 22 

 計 2,854 

個人 

（住宅資金借

入） 

950百万円

コスモ工業㈱他

４社 

（借入債務） 

685 

トステム久居㈱ 

他49社 

（リース債務） 

656 

祖父江工業㈱ 

他５社 

（営業保証） 

429 

その他 163 

 計 2,885 

個人 

（住宅資金借

入） 

1,707百万円

トステム久居㈱

他54社 

（リース債務） 

752 

コスモ工業㈱ 

他５社 

（借入債務） 

713 

祖父江工業㈱ 

他５社 

（営業保証） 

450 

その他 31 

 計 3,655 

 



前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

(2）社債の債務履行引受契約に

係る偶発債務 

下記の社債について銀行と

の間で「債務履行引受契

約」を締結するとともに、

信託銀行との間で特定運用

金銭信託契約を締結し、社

債の償還及び利払に必要な

金銭を他益信託として払い

込み、債務の履行を委任し

ております。従って、当該

社債は中間連結貸借対照表

の負債の部には表示してお

りませんが、社債権者に対

する履行義務は社債償還完

了時まで存続します。 

第５回無担保社債 

10,000百万円  

第８回無担保社債 

10,000百万円  

(2）社債の債務履行引受契約に

係る偶発債務 

同      左 

(2）社債の債務履行引受契約に

係る偶発債務 

下記の社債について銀行と

の間で「債務履行引受契

約」を締結するとともに、

信託銀行との間で特定運用

金銭信託契約を締結し、社

債の償還及び利払に必要な

金銭を他益信託として払い

込み、債務の履行を委任し

ております。従って、当該

社債は連結貸借対照表の負

債の部には表示しておりま

せんが、社債権者に対する

履行義務は社債償還完了時

まで存続します。 

第５回無担保社債 

10,000百万円  

第８回無担保社債 

10,000百万円  

(3）受取手形割引高は、189百 

万円であります。 

(3）受取手形割引高は、126百 

万円であります。 

(3）受取手形割引高は、142百万

円であります。 

 ４．連結子会社であるＪＳファイ

ナンス㈱においては、運転資

金の効率的な調達を行うため

取引銀行５行と貸出コミット

メント契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当

中間連結会計期間末の借入未

実行残高は次のとおりであり

ます。 

 ４．連結子会社である住生活グル

ープファイナンス㈱において

は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行４行と貸

出コミットメント契約を締結

しております。これらの契約

に基づく当中間連結会計期間

末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

 ４．連結子会社であるＪＳファイ

ナンス㈱においては、運転資

金の効率的な調達を行うため

取引銀行４行と貸出コミット

メント契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当

連結会計年度末の借入未実行

残高は次のとおりでありま

す。 

貸出コミット

メントの総額 
21,700百万円 

借入実行残高 － 

差引額 21,700 

貸出コミット

メントの総額 
21,700百万円 

借入実行残高 － 

差引額 21,700 

貸出コミット

メントの総額 
21,700百万円 

借入実行残高 － 

差引額 21,700 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のう

ち、主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のう

ち、主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

販売運賃 16,279百万円 

貸倒引当金繰

入額 
550 

従業員給与手

当  
38,269 

賞与引当金繰

入額 
12,509 

退職給付費用 139 

販売運賃 16,397百万円 

貸倒引当金繰

入額 
719 

従業員給与手

当  
39,296 

賞与引当金繰

入額 
13,217 

退職給付費用 2,188 

販売運賃 32,983百万円 

貸倒引当金繰

入額 
437 

従業員給与手

当 
85,610 

賞与引当金繰

入額 
14,049 

退職給付費用 1,223 

※２．このうち、主な内訳は次のと

おりであります。 

※２．このうち、主な内訳は次のと

おりであります。 

※２．このうち、主な内訳は次のと

おりであります。 

土地 1,733百万円 土地 45百万円 土地 1,898百万円 

※３．このうち、固定資産除却損は

1,934百万円であり、その主な

内訳は次のとおりでありま

す。 

※３．このうち、固定資産除却損は

1,950百万円、固定資産売却損

は474百万円であり、その主な

内訳は次のとおりであります。

※３．このうち、固定資産除却損は

3,489百万円、固定資産売却損

は637百万円であり、その主な

内訳は次のとおりであります。

建物及び 

構築物 
452百万円 

機械装置及び

運搬具 
1,188 

建物及び 

構築物除却損 
495百万円 

機械装置及び

運搬具除却損 
1,120 

建物及び 

構築物売却損 
401 

建物及び構築

物除却損 
846百万円 

機械装置及び

運搬具除却損 
2,100 

土地売却損 325 

※４．  ────── ※４．  ────── ※４．早期退職関連損失の内訳は次

のとおりであります。 

  特別退職金 23,194百万円 

再就職支援金

等 
715 

※５．  ────── ※５．    ────── ※５．工場再編関連損失の内訳は次

のとおりであります。 

  固定資産除却

損相当額 
   

建物及び構

築物 
1百万円 

機械装置及

び運搬具 
92 

その他の有

形固定資産 
2 

 特別退職金等 238 

 



（中間連結剰余金計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※６．当中間連結会計期間におい

て、当社グループは次の資産

について固定資産減損損失を

計上いたしました。 

※６．当中間連結会計期間におい

て、当社グループは次の資産

について固定資産減損損失を

計上いたしました。 

※６．当連結会計年度において、当

社グループは次の資産につい

て固定資産減損損失を計上い

たしました。 

  

用途 遊休資産 

場所 福島県石川郡玉川村 他 

種類 建物及び構築物 380百万円 

及び 土地 150  

金額 計 530  

  

用途 遊休資産等 

場所 福岡県朝倉市 他 

種類 建物及び構築物 527百万円

及び 土地 2,021  

金額 計 2,549  

  

用途 遊休資産 

場所 福島県石川郡玉川村  他 

種類 建物及び構築物 458百万円

及び 土地 847  

金額 計 1,306  

  

用途 小売店舗 

場所 千葉県佐倉市 他 

種類 建物及び構築物 28百万円 

及び その他 23  

金額 計 51  

  

用途 小売店舗 

場所 宮城県名取市 他 

種類 建物及び構築物 472百万円

及び その他 104  

金額 計 577  

  

用途 小売店舗 

場所 千葉県佐倉市  他 

種類 建物及び構築物 99百万円

及び その他 27  

金額 計 126  

（資産のグルーピングの方法） 

当社グループは、遊休資産につい

ては個別物件単位に、小売店舗に

ついては継続的に収支の把握を行

っている管理会計上の区分を考慮

して資産をグルーピングしており

ます。 

（資産のグルーピングの方法） 

当社グループは、遊休資産等につ

いては個別物件単位に、小売店舗

については継続的に収支の把握を

行っている管理会計上の区分を考

慮して資産をグルーピングしてお

ります。 

（資産のグルーピングの方法） 

当社グループは、遊休資産につい

ては個別物件単位に、小売店舗に

ついては継続的に収支の把握を行

っている管理会計上の区分を考慮

して資産をグルーピングしており

ます。 

（減損損失認識に至った経緯） 

遊休資産は、土地等の不動産の市

場価格が下落したため、小売店舗

については業績が低迷し収益性が

著しく低下したため、当該資産の

帳簿価額を回収可能価額まで減額

し特別損失として計上したもので

あります。  

（減損損失認識に至った経緯） 

遊休資産等は、土地等の不動産の

市場価格が下落したため、小売店

舗については業績が低迷し収益性

が著しく低下したため、当該資産

の帳簿価額を回収可能価額まで減

額し特別損失として計上したもの

であります。  

（減損損失認識に至った経緯） 

遊休資産は、土地等の不動産の市

場価格が下落したため、小売店舗

については業績が低迷し収益性が

著しく低下したため、当該資産の

帳簿価額を回収可能価額まで減額

し特別損失として計上したもので

あります。  

（回収可能価額の算定について） 

遊休資産については正味売却価額

により測定しており、その評価は

主として不動産鑑定士の不動産鑑

定評価額を使用しております。小

売店舗については使用価値により

測定しており、将来キャッシュ・

フローを８％で割り引いて算定し

ております。 

（回収可能価額の算定について） 

遊休資産等については正味売却価

額により測定しており、その評価

は主として不動産鑑定士の不動産

鑑定評価額を使用しております。

小売店舗については使用価値によ

り測定しており、将来キャッシ

ュ・フローを８％で割り引いて算

定しております。 

（回収可能価額の算定について） 

遊休資産については正味売却価額

により測定しており、その評価は

主として不動産鑑定士の不動産鑑

定評価額を使用しております。小

売店舗については使用価値により

測定しており、将来キャッシュ・

フローを８％で割り引いて算定し

ております。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※ 新規連結による減少高は、ゴー

イングホーム㈱ほかの新規連結

によるものであります。 

※         同       左 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項  

 （注）１．発行済株式総数の減少株式数20,000千株は、自己株式の消却によるものであります。 

２．自己株式の増加株式数12千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

３．自己株式の減少株式数20,610千株は、自己株式の消却による減少20,000千株、ストックオプション行使によ

る減少610千株及び単元未満株式の買増しによる減少0千株であります。        

 ２．配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末 
株式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式     

普通株式      （注）１ 333,054 － 20,000 313,054 

合計 333,054 － 20,000 313,054 

自己株式     

普通株式      （注）２、３ 39,602 12 20,610 19,003 

合計 39,602 12 20,610 19,003 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月22日 

定時株主総会 
  普通株式 5,869 20 平成18年３月31日 平成18年６月22日 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成18年11月６日 

取締役会 
普通株式 5,881 利益剰余金 20 平成18年９月30日 平成18年12月４日

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※  現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

※  現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

※  現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び預金 

勘定 
70,929百万円 

定期預金 △10,446 

現金及び現金同

等物 
60,483 

現金及び預金 

勘定 
85,850百万円 

定期預金 △11,597 

現金及び現金同

等物 
74,252 

現金及び預金

勘定 
74,502百万円 

定期預金 △11,753 

現金及び現金

同等物 
62,748 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（借主） （借主） （借主） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期

末残高相当額 

 
工具器
具及び
備品 

その他 計 

取得価額相
当額 
(百万円) 

12,349 972 13,321 

減価償却累
計額相当額 
(百万円) 

7,247 350 7,597 

減損損失累
計額相当額 
(百万円) 

16 － 16 

中間期末残
高相当額 
(百万円) 

5,086 621 5,707 

 
工具器
具及び
備品 

その他 計 

取得価額相
当額 
(百万円) 

10,230 961 11,192 

減価償却累
計額相当額 
(百万円) 

4,989 467 5,457 

減損損失累
計額相当額 
(百万円) 

14 － 14 

中間期末残
高相当額 
(百万円) 

5,226 494 5,721 

  
工具器
具及び
備品 

その他 計 

取得価額相
当額 
(百万円) 

10,282 1,440 11,722 

減価償却累
計額相当額 
(百万円) 

5,151 620 5,771 

減損損失累
計額相当額 
(百万円)  

13 － 13 

期末残高相
当額 
(百万円) 

5,117 820 5,938 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額等 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額等 

(2) 未経過リース料期末残高相当

額等 

１年内 2,123百万円 

１年超 3,668 

 計 5,792 

１年内 2,074百万円 

１年超 3,726 

 計 5,801 

１年内 2,128百万円 

１年超 3,893 

計 6,022 

リース資産減損

勘定の残高 
6 

リース資産減損

勘定の残高 
6 

リース資産減損

勘定の残高 
7 

(3）支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失 

支払リース料 1,507百万円 

リース資産減損

勘定の取崩額 
6
 

減価償却費相当

額 
1,434 

支払利息相当額 50 

減損損失 6 

支払リース料 1,288百万円 

リース資産減損

勘定の取崩額 
2
 

減価償却費相当

額 
1,225 

支払利息相当額 58 

減損損失 2 

支払リース料 2,870百万円 

リース資産減損

勘定の取崩額  
2 

減価償却費相当

額 
2,735 

支払利息相当額 110 

減損損失  9 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同      左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同      左 

 



次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同      左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同      左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年内 906百万円 

１年超 12,183 

 計 13,089 

１年内 897百万円 

１年超 11,288 

 計 12,185 

１年内 916百万円 

１年超 11,786 

 計 12,703 

（貸主） （貸主） （貸主） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間期末残高 

(1）リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間期末残高 

(1) リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び期末残高 

 
 工具器具  
及び備品 

取得価額 
(百万円) 

976 

減価償却累計額 
(百万円) 

758 

中間期末残高 
(百万円) 

218 

 
 工具器具  
及び備品 

取得価額 
(百万円) 

395 

減価償却累計額 
(百万円) 

230 

中間期末残高 
(百万円) 

165 

 
工具器具 
及び備品 

取得価額 
(百万円) 

609 

減価償却累計額 
(百万円) 

389 

期末残高 
(百万円)  

219 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 146百万円 

１年超 71 

 計 218 

１年内 70百万円 

１年超 95 

 計 165 

１年内 87百万円 

１年超 132 

 計 219 

（注）未経過リース料中間期末残

高及び見積残存価額の残高

の合計額が、営業債権の中

間期末残高等に占める割合

が低いため、受取利子込み

法により算定しておりま

す。 

同      左 （注）未経過リース料期末残高及

び見積残存価額の残高の合

計額が、営業債権の期末残

高等に占める割合が低いた

め、受取利子込み法により

算定しております。 

(3）受取リース料及び減価償却費 (3）受取リース料及び減価償却費 (3) 受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 123百万円 

減価償却費 123 

受取リース料 42百万円 

減価償却費 42 

受取リース料 133百万円 

減価償却費 133 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年内 11百万円 

１年超 44 

 計 56 

１年内 11百万円 

１年超 32 

 計 44 

１年内 11百万円 

１年超 38 

 計 50 



（有価証券関係） 

［前中間連結会計期間］ 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 16,073 40,933 24,859 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 1,000 1,002 2 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 17,073 41,935 24,861 

 
前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 5,388 

国債・地方債等 12 

社債 147 

その他 6 



［当中間連結会計期間］ 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 13,752 42,402 28,650 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 13,752 42,402 28,650 

 
当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 5,491 

国債・地方債等 12 

社債 130 

その他 6 



［前連結会計年度］ 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 

前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 13,626 47,279 33,653 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 1,000 1,000 0 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 14,626 48,280 33,653 

 
前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 5,550 

国債・地方債等 12 

社債 142 

その他 6 



（デリバティブ取引関係） 

［前中間連結会計期間］ 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注） ヘッジ会計が適用されているものは、開示の対象から除外しております。 

［当中間連結会計期間］ 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注） ヘッジ会計が適用されているものは、開示の対象から除外しております。 

［前連結会計年度］ 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注） ヘッジ会計が適用されているものは、開示の対象から除外しております。 

対象物の種類 取引の種類 
前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

金利 スワップ取引 6,011 △109 △109 

  （百万USドル）  

通貨 オプション取引 22 △125 △125 

 合計 － △234 △234 

対象物の種類 取引の種類 
当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

金利 スワップ取引 5,505 △100 △100 

  スワップ取引 2,458 △35 △35 

通貨  （百万USドル）  

 オプション取引 11 △6 △6 

 合計 － △141 △141 

対象物の種類 取引の種類 
前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

金利 スワップ取引 5,842 △437 △437 

  （百万USドル）  

通貨 オプション取引 16 △22 △22 

 合計 － △460 △460 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各事業の主要製品 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は821百万円であり、主として中間連結財

務諸表提出会社の人事、総務、経理等の管理部門に係る費用であります。 

 
住宅関連事業 
（百万円） 

ビル関連事業
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高       

(1）外部顧客に対する売

上高 
401,898 98,887 3,712 504,497 － 504,497 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ － － － － － 

計 401,898 98,887 3,712 504,497 － 504,497 

営業費用 381,130 99,879 3,965 484,975 821 485,796 

営業利益（△損失） 20,767 △992 △253 19,522 (821) 18,700 

事業区分 主要製品 

住宅関連事業 

建材 （住宅用サッシ、各種建材用タイル、衛生機器、シャワートイレ、

水栓金具、玄関ドアー、浴室機器、厨房機器、門扉、カーポー

ト、木質内装建材、サイディング、住宅用構造体等の住宅建築資

材等） 

ＨＣ （生活用品、ＤＩＹ用品等） 

ＦＣ （工務店・住宅リフォームのＦＣの展開、建築請負等） 

その他（経営指導、地盤調査・改良、販促物、土地・建物の販売、不動産

事業のＦＣの展開等） 

ビル関連事業 

建材 （ビル用サッシ、カーテンウォール、マンションドアー、中低層用

サッシ、外壁材、衛生機器、浴室機器、厨房機器、木質内装建

材、石材、店舗用サッシ、シャッター等） 

その他事業 環境 （水処理施設、公共用の衛生機器、防護柵、手摺、高欄等） 



当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各事業の主要製品 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は810百万円であり、主として中間連結財

務諸表提出会社の人事、総務、経理等の管理部門に係る費用であります。 

  
住宅関連事業 
（百万円） 

ビル関連事業
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

 計（百万円）
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高       

(1）外部顧客に対する売

上高 
411,184 116,180 4,608 531,973 － 531,973 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ － － － － － 

計 411,184 116,180 4,608 531,973 － 531,973 

営業費用 386,339 116,363 4,716 507,418 810 508,229 

営業利益（△損失） 24,845 △182 △108 24,554 (810) 23,744 

事業区分 主要製品

住宅関連事業 

建 材 (住宅用サッシ、各種建材用タイル、衛生機器、シャワートイレ、

水栓金具、玄関ドアー、浴室機器、厨房機器、門扉、カーポー

ト、木質内装建材、サイディング、その他の住宅建築資材、防災

設備等) 

ホームセンター（ＨＣ） 

（生活用品、ＤＩＹ用品等） 

住宅フランチャイズチェーン（ＦＣ）・住宅用構造体 

 (工務店・住宅リフォームのＦＣの展開、建築請負、住宅用構造体 

  の住宅建築資材等） 

その他（経営指導、地盤調査・改良、販促物、土地・建物、 

不動産事業のＦＣの展開支援等） 

ビル関連事業 

建 材 (ビル用サッシ、カーテンウォール、マンションドアー、中低層用

サッシ、外壁材、衛生機器、浴室機器、厨房機器、木質内装建

材、石材、店舗用サッシ、シャッター、防災・消火設備等） 

その他事業 

環境・その他 

（水処理施設、公共用の衛生機器・防護柵・手摺・高欄・防災・ 

  消火設備、不動産事業等） 



前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各事業の主要製品 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は1,696百万円であり、主として連結財務

諸表提出会社の人事、総務、経理等の管理部門に係る費用であります。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月１

日 至平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメン

ト情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月１

日 至平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

 
住宅関連事業 
（百万円） 

ビル関連事業
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高       

(1）外部顧客に対する売

上高 
801,723 244,865 11,111 1,057,699 － 1,057,699 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ － － － － － 

計 801,723 244,865 11,111 1,057,699 － 1,057,699 

営業費用 758,773 242,182 11,242 1,012,198 1,696 1,013,894 

営業利益（△損失） 42,949 2,683 △131 45,501 (1,696) 43,805 

事業区分 主要製品

住宅関連事業 

建 材 (住宅用サッシ、各種建材用タイル、衛生機器、シャワートイレ、

水栓金具、玄関ドアー、浴室機器、厨房機器、門扉、カーポー

ト、木質内装建材、サイディング、住宅用構造体等の住宅建築資

材、防災設備等) 

ホームセンター（ＨＣ） 

（生活用品、ＤＩＹ用品等） 

住宅フランチャイズチェーン（ＦＣ） 

 (工務店・住宅リフォームのＦＣの展開、建築請負等） 

その他（経営指導、地盤調査・改良、販促物、土地・建物の販売、 

不動産事業のＦＣの展開等） 

ビル関連事業 

建 材 (ビル用サッシ、カーテンウォール、マンションドアー、中低層用

サッシ、外壁材、衛生機器、浴室機器、厨房機器、木質内装建

材、石材、店舗用サッシ、シャッター、防災・消火設備等） 

その他事業 

環境・その他 

（水処理施設、公共用の衛生機器・防護柵・手摺・高欄・防災・ 

  消火設備、不動産事業等） 



（１株当たり情報） 

 （注）１．前中間連結会計期間における潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び前連結会計年度における潜在株式調

整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

２．１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、次の

とおりであります。 

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,892.53円 

１株当たり中間純利益 60.45円 

１株当たり純資産額 1,944.16円 

１株当たり中間純利益 56.13円 

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益 
55.71円 

１株当たり純資産額 1,913.12円 

１株当たり当期純利益 75.80円 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

１株当たり中間（当期）純利益       

中間（当期）純利益（百万円） 17,561 16,492 22,124 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
－ － － 

(うち利益処分による 

役員賞与金）（百万円） 
(－) (－) (－) 

普通株式に係る中間（当期） 

純利益（百万円） 
17,561 16,492 22,124 

普通株式の期中平均株式数 

（千株） 
290,531 293,846 291,868 

        

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益 

      

普通株式の増加数（千株） － 2,226 － 

(うち新株予約権）（千株） (－) (2,226) (－) 

希薄化効果を有しないため、 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要 

ストックオプション制度 

 新株予約権方式 

 ３種類 

潜在株式の数 

17,888千株 

―――――― 

  

  

  

  

ストックオプション制度 

新株予約権方式 

３種類 

潜在株式の数 

17,764千株 

 
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円） － 575,022 － 

純資産の部の合計額から控除す

る金額（百万円） 
－ 3,340 － 

（うち少数株主持分）（百万

円） 
(－) (3,340) (－) 

普通株式に係る中間期末（期

末）の純資産額（百万円）  
－ 571,681 － 

１株当たり純資産額の算定に用

いられた中間期末（期末）の普

通株式の数（千株） 

－ 294,050 － 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．株式交換による資本準備金の増

加 

当社は平成17年５月９日締結の

株式交換契約に基づき、平成17

年10月１日付でニッタン株式会

社を株式交換により当社の完全

子会社といたしました。これに

より、資本準備金が1,914百万円

増加し320,679百万円となってお

ります。 

なお、ニッタン株式会社の概要

（平成17年３月期）は次のとお

りであります。 

（単位：百万円） 

２．希望退職者の募集 

連結子会社であるトステム株式

会社は、確固たる経営基盤の再

構築を図ることを目的に、平成

17年11月17日開催の取締役会で

希望退職者の募集を行うことを

決議いたしました。その主な内

容は次のとおりであります。 

  （１）対象者 

平成18年２月25日時点におい

て、トステム株式会社及び同社

関連の一部の生産子会社に在籍

する満45歳～59歳かつ勤続10年

以上の正社員 

  （２）募集人員 

600名程度 

  （３）募集期間 

平成17年12月19日から平成17年

12月26日まで 

当社の議決権の

所有割合 
3.85％ 

事業の内容  

防災設備機器、

消火剤ならびに

防犯設備機器の

研究開発・製

造・販売・取付

工事及び保守 

 売上高 30,750 

 当期純利益 222 

総資産額  25,634 

純資産額  8,080 

事業譲受 

連結子会社である株式会社住生

活グループシニアライフは平成

18年９月11日付で株式会社ユニ

カと介護付有料老人ホームに関

する事業（介護付マンション事

業）を譲り受けるための事業譲

渡契約を締結したことに基づき

平成18年10月１日に当該事業を

譲り受けいたしました。 

なお、譲受対価の総額は11,648

百万円であり、譲受資産及び負

債は次のとおりであります。  

  （１）譲受資産 

  （２）譲受負債       

科目 金額（百万円）

流動資産 306 

固定資産 12,231 

合計 12,538 

科目 金額（百万円）

流動負債 205 

固定負債 684 

合計 889 

―――――― 

 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  （４）退職日 

 平成18年２月25日 

  （５）優遇措置 

通常の退職金に割増退職金を上

乗せすることに加え、希望者に

は再就職のための支援を実施 

  （６）損益に与える影響 

本募集に伴い発生する割増退職

金等は、当連結会計年度におい

て特別損失として計上する予定

ですが、現時点では応募者数等

が未確定であるため、業績への

影響額を見積もることが困難な

ため、記載しておりません。 

   



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比

（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金及び預金   3   3   3  

短期貸付金   534   6,613   438  

その他の流動資産   2,069   1,914   2,735  

貸倒引当金   －   －   △297  

流動資産合計   2,607 0.5  8,530 1.5  2,880 0.5 

Ⅱ 固定資産           

有形固定資産  ※１          

建物   51   8   50  

その他の有形固定資産   16   13   14  

有形固定資産合計   67 0.0  21 0.0  64 0.0 

無形固定資産   0 0.0  0 0.0  0 0.0 

投資その他の資産           

投資有価証券   16,539   17,423   19,016  

関係会社株式   530,647   533,308   537,523  

その他の投資   161   3   161  

投資その他の資産合計   547,347 99.5  550,736 98.5  556,700 99.5 

固定資産合計   547,415 99.5  550,758 98.5  556,765 99.5 

資産合計   550,022 100  559,288 100  559,646 100 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

短期借入金   －   －   2,620  

１年以内返済予定長期借入

金 
  －   30,000   －  

未払費用   98   119   122  

未払法人税等   37   17   38  

賞与引当金   62   56   44  

役員賞与引当金   －   －   10  

その他の流動負債   26   20   42  

流動負債合計   224 0.0  30,214 5.4  2,877 0.5 

Ⅱ 固定負債           

長期借入金   30,000   －   30,000  

役員退職慰労金引当金   647   650   660  

繰延税金負債   3,915   4,338   4,986  

固定負債合計   34,562 6.3  4,989 0.9  35,647 6.4 

負債合計   34,787 6.3  35,203 6.3  38,524 6.9 

 



  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比

（％）

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   68,121 12.4  － －  68,121 12.2 

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金  318,765   －   320,679   

その他資本剰余金  4   －   18   

資本剰余金合計   318,769 58.0  － －  320,698 57.3 

Ⅲ 利益剰余金           

利益準備金  4,847   －   4,847   

任意積立金  170,000   －   170,000   

中間（当期）未処分利益  25,568   －   22,622   

利益剰余金合計   200,416 36.4  － －  197,470 35.3 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   5,706 1.0  － －  7,268 1.3 

Ⅴ 自己株式   △77,779 △14.1  － －  △72,437 △13.0 

資本合計   515,235 93.7  － －  521,121 93.1 

負債及び資本合計   550,022 100  － －  559,646 100 

（純資産の部）           

Ⅰ  株主資本           

資本金   － －  68,121 12.2  － － 

資本剰余金                 

資本準備金  －   320,679   －   

資本剰余金合計   － －  320,679 57.3  － － 

利益剰余金                 

利益準備金  －   4,847   －   

その他の利益剰余金               

別途積立金  －   170,000   －   

繰越利益剰余金  －   △11,124   －   

利益剰余金合計   － －  163,723 29.3  － － 

自己株式   － －  △34,763 △6.2  － － 

株主資本合計   － －  517,760 92.6  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等           

その他有価証券評価差額

金 
  － －  6,324 1.1  － － 

評価・換算差額等合計   － －  6,324 1.1  － － 

純資産合計   － －  524,085 93.7  － － 

負債純資産合計   － －  559,288 100  － － 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 営業収益           

関係会社配当金収入  8,895   8,228   11,937   

営業収益合計   8,895 100  8,228 100  11,937 100 

Ⅱ 営業費用           

一般管理費 ※１ －   －   87   

営業費用合計   － －  － －  87 0.7 

営業利益   8,895 100.0  8,228 100.0  11,850 99.3 

Ⅲ 営業外収益 
※１ 

・２ 
 210 2.4  193 2.4  261 2.1 

Ⅳ 営業外費用 ※３  112 1.3  172 2.1  216 1.8 

経常利益   8,994 101.1  8,249 100.3  11,894 99.6 

Ⅴ 特別利益   0 0.0  317 3.8  54 0.5 

Ⅵ 特別損失   99 1.1  48 0.6  188 1.6 

税引前中間（当期）純利

益 
  8,894 100.0  8,518 103.5  11,760 98.5 

法人税、住民税及び事業

税 
  2 0.0  2 0.0  4 0.0 

過年度法人税等還付金   △6 △0.0  － －  △6 △0.0 

中間（当期）純利益   8,898 100.0  8,516 103.5  11,762 98.5 

前期繰越利益   16,670   －   16,670  

中間配当額   －   －   5,810  

中間（当期）未処分利益   25,568   －   22,622  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）１．平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

２．平成18年11月６日開催の取締役会において、別途積立金30,000百万円を取崩し、繰越利益剰余金に充当す

ることを決議いたしました。  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 
株式 

株主 
資本 
合計 

資本 
準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 

(注)２ 利益 
剰余金 
合計 別途 

積立金 

繰越 
利益 
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
68,121 320,679 18 320,698 4,847 170,000 22,622 197,470 △72,437 513,852 

中間会計期間中の変動額           

剰余金の配当(注)１             △5,869 △5,869   △5,869 

中間純利益             8,516 8,516   8,516 

自己株式の取得                 △30 △30 

自己株式の処分     173 173         1,117 1,291 

自己株式の消却     △192 △192     △36,394 △36,394 36,586 － 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

                    

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － △18 △18 － － △33,746 △33,746 37,673 3,908 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
68,121 320,679 － 320,679 4,847 170,000 △11,124 163,723 △34,763 517,760 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
7,268 7,268 521,121 

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当（注）１     △5,869 

中間純利益     8,516 

自己株式の取得     △30 

自己株式の処分     1,291 

自己株式の消却     － 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

△944 △944 △944 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△944 △944 2,963 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
6,324 6,324 524,085 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準

及び評価方法 

有価証券の評価基準及び評価

方法 

子会社株式及び関連会社株

式… 

移動平均法による原価法

によっております。 

有価証券の評価基準及び評価

方法 

子会社株式及び関連会社株

式… 

同      左 

有価証券の評価基準及び評価

方法 

子会社株式及び関連会社株

式… 

同      左 

 その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの… 

中間会計期間末日の市

場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定）によ

っております。 

時価のあるもの… 

中間会計期間末日の市

場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純

資産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定）によ

っております。 

時価のあるもの… 

期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定）によっておりま

す。 

 時価のないもの… 

移動平均法による原価

法によっております。 

時価のないもの… 

同      左 

時価のないもの… 

同      左 

２．固定資産の減価

償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっておりま

す。ただし、建物（建物

附属設備を除く）につい

ては、定額法を採用して

おります。 

なお、主な耐用年数は次

のとおりであります。 

建物    15年～50年 

(1) 有形固定資産 

定率法によっておりま

す。 

なお、主な耐用年数は次

のとおりであります。 

その他の有形固定資産 

         5年～20年 

(1) 有形固定資産 

定率法によっておりま

す。ただし、建物（建物

附属設備を除く）につい

ては、定額法を採用して

おります。 

なお、主な耐用年数は次

のとおりであります。 

建物    15年～50年 

 (2) 長期前払費用 

定額法によっておりま

す。 

(2) 長期前払費用 

同      左 

(2) 長期前払費用 

同      左 

３．引当金の計上基

準 

(1) 貸倒引当金 

───── 

(1) 貸倒引当金 

───── 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失

に備えるため、債権ごと

に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上し

ております。 

 (2) 賞与引当金 

従業員に対する賞与等の

支払に備えるため、支給

見込額基準による見積額

を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同      左 

(2) 賞与引当金 

同      左 

 (3) 役員賞与引当金  

─────  

(3) 役員賞与引当金  

─────  

(3) 役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支給

に備えるため、支給見込

額を計上しております。  

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (4) 役員退職慰労金引当金 

役員への退職慰労金支給

に備えるため、内規に基

づく中間会計期間末要支

給見積額を計上しており

ます。 

(4) 役員退職慰労金引当金 

同      左 

(4) 役員退職慰労金引当金 

役員への退職慰労金支給

に備えるため、内規に基

づく期末要支給見積額を

計上しております。 

４．その他中間財務

諸表（財務諸

表）作成のため

の基本となる重

要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式で行っておりま

す。なお、仮払消費税等と

仮受消費税等は相殺のう

え、その他の流動負債に含

めて表示しております。 

消費税等の会計処理 

同      左 

消費税等の会計処理 

税抜方式で行っておりま

す。なお、未払消費税等は

その他の流動負債に含めて

表示しております。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ──────  （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

────── 

  当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する

金額は524,085百万円であります。

なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部につい

ては、改正後の中間財務諸表等規

則により作成しております。 

  

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額         34百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額          27百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額         37百万円 

２．偶発債務 

金融サービス子会社の債権流

動化による譲渡高、同社が発

行するコマーシャルペーパー

の発行残高及び同社の金融機

関からの借入金残高に対して

次のとおり債務保証を行って

おります。 

２．偶発債務 

金融サービス子会社の債権流

動化による譲渡高、同社が発

行するコマーシャルペーパー

の発行残高及び同社の金融機

関からの借入金残高に対して

次のとおり債務保証を行って

おります。 

２．偶発債務 

金融サービス子会社の債権流

動化による譲渡高及び同社の

金融機関からの借入金残高に

対して次のとおり債務保証を

行っております。 

ＪＳファイナンス㈱ 

        76,554百万円 

住生活グループファイナンス㈱

86,803百万円 

ＪＳファイナンス㈱ 

    66,964百万円 



（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項  

 （注）１．自己株式の増加株式数12千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

２．自己株式の減少株式数20,610千株は、自己株式の消却による減少20,000千株、ストックオプション行使によ

る減少610千株及び単元未満株式の買増しによる減少0千株であります。  

（有価証券関係） 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．当中間会計期間において、一

般管理費の控除項目である経

営分担金収入が一般管理費の

発生額を超過したため、超過

額を営業外収益に含めて表示

しております。 

※１．当中間会計期間において、一

般管理費の控除項目である経

営分担金収入が一般管理費の

発生額を超過したため、超過

額を営業外収益に含めて表示

しております。なお、経営分

担金収入控除前の一般管理費

は757百万円であります。     

※１．        ――――― 

※２．営業外収益のうち重要なもの  ※２．営業外収益のうち重要なもの  ※２．営業外収益のうち重要なもの  

受取配当金 101百万円 

経営分担金収

入超過額 57

  

保証料収入 31 

受取配当金 97百万円 

経営分担金収

入超過額 43

  

保証料収入 31 

受取配当金 172百万円 

保証料収入 62 

※３．営業外費用のうち重要なもの ※３．営業外費用のうち重要なもの ※３．営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 111百万円 支払利息 122百万円 

自己株式消却

費用 26

  

支払利息 213百万円 

 ４．減価償却実施額  ４．減価償却実施額  ４．減価償却実施額 

有形固定資産 2百万円 有形固定資産 2百万円 有形固定資産 5百万円 

  
前事業年度末株式数
（千株） 

当中間会計期間増加株
式数 
（千株） 

当中間会計期間減少株
式数 
（千株） 

当中間会計期間末株式
数 
（千株） 

普通株式  

（注）１、２  
39,602 12 20,610 19,003 

合計  39,602 12 20,610 19,003 



（１株当たり情報） 

 （注）１．前中間会計期間における潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び前事業年度における潜在株式調整後１株

当たり当期純利益については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、次の

とおりであります。 

３．１株当たり純資産の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,773.45円 

１株当たり中間純利益 30.63円 

１株当たり純資産額 1,782.30円 

１株当たり中間純利益 28.98円 

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益 
28.77円 

１株当たり純資産額 1,775.83円 

１株当たり当期純利益 40.30円 

 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

１株当たり中間（当期）純利益       

中間（当期）純利益 

（百万円） 
8,898 8,516 11,762 

普通株主に帰属しない金額

（百万円） 
－ － － 

（うち、利益処分による取締役

賞与金）（百万円） 
(－) (－) (－) 

普通株式に係る中間（当期）

純利益（百万円） 
8,898 8,516 11,762 

普通株式の期中平均株式数

（千株） 
290,531 293,846 291,868 

        

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益 
      

普通株式増加数（千株） － 2,226 － 

（うち新株予約権）（千株） (－) (2,226) (－) 

希薄化効果を有しないため、 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要 

ストックオプション制度 

新株予約権方式 

３種類 

潜在株式の数 

17,888千株 

―――――― 

  

  

  

  

ストックオプション制度 

新株予約権方式 

３種類 

潜在株式の数 

     17,764千株 

 
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円） － 524,085 － 

純資産の部の合計額から控除す

る金額（百万円） 
－ － － 

普通株式に係る中間期間末（期

末）の純資産額（百万円）  
－ 524,085 － 

１株当たり純資産額の算定に用

いられた中間期間末（期末）の

普通株式の数（千株） 

－ 294,050 － 



（重要な後発事象）  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 株式交換による資本準備金の増加 

 「１．中間連結財務諸表等 (1) 

中間連結財務諸表（重要な後発事

象）」に記載のとおりであります。 

 ―――――― 

  

―――――― 

  



(2）【その他】 

平成18年11月６日開催の取締役会において、平成18年９月30日の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録され

ている株主に対して行う中間配当につき、次のとおり決議いたしました。 

① 中間配当金総額                    5,881,010,840円 

② １株当たり中間配当金                         20円 

③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日  平成18年12月４日  



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

１．有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第64期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月23日関東財務局長に提出。 

２．臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の規定に基づく臨時報告書であります。 

平成18年11月６日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１２日

株式会社住生活グループ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社住生活グル

ープの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年

９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間

連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社住生活グループ及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、連結子会社であるトステム株式会社は、平成１７年１１月１７日開催の取締役会で希望

退職者の募集を行うことを決議している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 鈴 木 正 明 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 向 出 勇 治 

      



  

  

平成１８年１２月１２日

  

  

  

  

  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社住生活グループの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成

１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結

損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この

中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社住生活グループ及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。 

独立監査人の中間監査報告書

株式 会 社  住 生 活 グ ル ー プ  

取 締 役 会 御中 

      

監査法人 ト ー マ ツ    

 指 定 社 員
     

業 務 執 行 社 員
 公 認 会 計 士

 

笹 井 和 廣 印

 

  

 指 定 社 員
     

業 務 執 行 社 員
 公 認 会 計 士

 

平 野 善 得 印

 

  

 指 定 社 員
     

業 務 執 行 社 員
 公 認 会 計 士

 

小 野 英 樹 印

 

  

             



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１２日

株式会社住生活グループ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社住生活グル

ープの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第６４期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年

９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社住生活グループの平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１

７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 鈴 木 正 明 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 向 出 勇 治 

      



  

  

平成１８年１２月１２日

  

  

  

  

  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社住生活グループの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第６５期事業年度の中間会計期間（平成

１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及

び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社住生活グループの平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成

１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。 

独立監査人の中間監査報告書

株式 会 社  住 生 活 グ ル ー プ  

取 締 役 会 御中 

      

監査法人 ト ー マ ツ    

 指 定 社 員
     

業 務 執 行 社 員
 公 認 会 計 士

 

笹 井 和 廣 印

 

  

 指 定 社 員
     

業 務 執 行 社 員
 公 認 会 計 士

 

平 野 善 得 印

 

  

 指 定 社 員
     

業 務 執 行 社 員
 公 認 会 計 士

 

小 野 英 樹 印
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